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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 
 

回次
第106期

第３四半期
連結累計期間

第107期
第３四半期
連結累計期間

第106期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (百万円) 122,849 124,363 190,690

経常利益 (百万円) 6,121 4,684 11,959

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,405 2,720 6,682

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,078 1,668 5,464

純資産額 (百万円) 213,880 210,843 216,329

総資産額 (百万円) 268,114 265,324 279,725

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 61.58 49.36 120.98

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) 61.52 49.33 120.86

自己資本比率 (％) 78.6 78.5 76.2

     
 

回次
第106期

第３四半期
連結会計期間

第107期
第３四半期
連結会計期間

 

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

 

１株当たり四半期純利益 (円) 31.93 25.74  
 

(注) 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していな

い。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重

要な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものである。

なお、第１四半期連結会計期間の期首から物品売却益に関する会計処理の変更をしており、詳細は、「第４　経理

の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）」に記載している。

　

(1)財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期累計期間の事業環境は、公共投資は底堅く、民間設備投資に持ち直しの動きがみられるものの、ウ

クライナ情勢の長期化や為替の変動等によるエネルギー価格や原材料価格の高騰など厳しい状況にあった。

　こうした中、当社グループは、中期経営計画2024〔2021～2024年度〕に基づき、中国地域の基盤強化や都市圏の

事業拡大、業務改革の推進等の諸施策を進めている。

　以上の結果、当第３四半期累計期間の連結業績は次のとおりとなった。

　売上高は、情報通信工事や送変電地中線工事などが減少したものの、空調管工事や連結子会社の売上高の増加な

どにより、前年同期に比べ増収となった。

　営業利益は、原価管理の徹底に取り組んだものの、材料費の増加等に伴い売上総利益が減少したことにより、前

年同期に比べ減益となった。

　経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益は、営業利益が減少したことなどにより、前年同期を下回っ

た。

 
 [連結業績］

（単位：百万円、％）

区　　　　分
前年同期

(2021.４.１～
2021.12.31)

当第３四半期
(2022.４.１～
2022.12.31)

増減額 増減率

売 　　　　　　上 　　　　　　高 122,849 124,363 1,513 1.2

営 　　　業 　　　利 　　　益 4,933 2,786 △2,147 △43.5

経 　　　常 　　　利 　　　益 6,121 4,684 △1,437 △23.5

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,405 2,720 △684 △20.1
 

 
 [個別業績]

（単位：百万円、％）

区　　　　分
前年同期

(2021.４.１～
2021.12.31)

当第３四半期
(2022.４.１～
2022.12.31)

増減額 増減率

売 　　　　　　上 　　　　　　高 98,787 96,372 △2,415 △2.4

営 　　　業 　　　利 　　　益 4,490 2,160 △2,330 △51.9

経 　　　常 　　　利 　　　益 5,950 4,319 △1,631 △27.4

四 　半 　期 　純 　利 　益 3,693 2,731 △961 △26.0
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(設備工事業)

当社グループの主たる事業である設備工事業は、売上高は1,089億８千８百万円（前年同期比0.6％増）、セグ

メント利益（営業利益）は24億７百万円（前年同期比46.7％減）となった。

 
(その他の事業)

その他の事業は、売上高は153億７千４百万円（前年同期比5.7％増）、セグメント利益（営業利益）は３億６

千２百万円（前年同期比8.0％増）となった。

 
総資産は2,653億２千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ144億１百万円の減少となった。これは、受取

手形・完成工事未収入金等の減少153億９千２百万円、未成工事支出金の増加68億７千４百万円、投資有価証券

の減少62億５千万円などによるものである。

負債は544億８千万円となり、前連結会計年度末に比べ89億１千５百万円の減少となった。これは、支払手

形・工事未払金等の減少99億６百万円、未払法人税等の減少19億３千１百万円、未成工事受入金の増加42億６千

８百万円などによるものである。

純資産は2,108億４千３百万円となり、前連結会計年度末に比べ54億８千５百万円の減少となった。これは、

利益剰余金の減少30億１千７百万円、自己株式取得等による減少６億４百万円、その他有価証券評価差額金の減

少12億４千８百万円などによるものである。

 
(2)経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等に重要な変更及び新たに定めた方

針・戦略はない。

 
(3)優先的に対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はない。

 
(4)研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費は、１億４千３百万円である。

なお、当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 
(5)経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループの事業に関して、経営成績に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクには、

以下のようなものがあり、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の適切かつ

迅速な対応に努めていく。

また、ここで抽出した主要なリスク以外にも「取引先の信用に関するリスク」・「保有有価証券の時価下落に関

するリスク」等があり、これらについても経済情勢や市場動向を注視しながら早期情報収集を行い、的確な対応に

努めていく。

① 品質不良に関するリスク

② 法令・コンプライアンス違反に関するリスク

③ 受注環境悪化に関するリスク

④ 労働災害・交通事故に関するリスク

⑤ 情報セキュリティに関するリスク

⑥ Ｍ＆Ａ・出資参画事業に関するリスク

⑦ 自然災害等に関するリスク

⑧ 工事原価の増大に関するリスク

⑨ 人材確保・育成に関するリスク

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 260,000,000

計 260,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年２月８日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 58,138,117 58,138,117
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株である。

計 58,138,117 58,138,117 ― ―
 

 

(2)【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし

 
(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)
2022年10月１日～
2022年12月31日

─ 58,138,117 ─ 3,481 ─ 25
 

 

(5)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(6)【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2022年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

　 2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 2,947,300
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 55,109,100
 

551,091 ―

単元未満株式 普通株式 81,717
 

― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 58,138,117 ― ―

総株主の議決権 ― 551,091 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(自己株式等)」は、全て当社所有の自己株式である。

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式50株が含まれている。

 

② 【自己株式等】

　 2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 (自己保有株式)
 株式会社中電工

広島市中区小網町６番12号 2,947,300 ― 2,947,300 5.06

計 ― 2,947,300 ― 2,947,300 5.06
 

 

２ 【役員の状況】

　　　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりである。

　　　役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役常務執行役員
電力本部長

取締役常務執行役員

電力本部長兼
電力本部配電部長

川　上　聖　二 2022年６月28日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(1949年建設省令第14号)に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年10月１日から2022年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 24,617 19,892

  受取手形・完成工事未収入金等 65,822 50,430

  有価証券 10,441 12,517

  未成工事支出金 8,316 15,190

  材料貯蔵品 1,373 1,308

  商品及び製品 2,055 3,649

  その他 2,408 3,088

  貸倒引当金 △94 △68

  流動資産合計 114,941 106,008

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 16,593 16,338

   土地 16,141 16,136

   その他（純額） 2,710 3,045

   有形固定資産合計 35,444 35,520

  無形固定資産   

   のれん 3,137 2,649

   その他 4,946 4,729

   無形固定資産合計 8,084 7,378

  投資その他の資産   

   投資有価証券 109,243 102,993

   退職給付に係る資産 495 878

   その他 11,608 12,636

   貸倒引当金 △92 △91

   投資その他の資産合計 121,255 116,417

  固定資産合計 164,784 159,316

 資産合計 279,725 265,324
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 37,272 27,366

  短期借入金 133 100

  未払法人税等 2,078 146

  未成工事受入金 4,135 8,404

  完成工事補償引当金 59 53

  工事損失引当金 115 173

  役員賞与引当金 81 －

  その他 4,953 2,905

  流動負債合計 48,831 39,150

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 221 238

  退職給付に係る負債 12,866 13,677

  関係会社事業損失引当金 31 31

  その他 1,445 1,382

  固定負債合計 14,564 15,330

 負債合計 63,396 54,480

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,481 3,481

  資本剰余金 214 219

  利益剰余金 208,268 205,251

  自己株式 △6,125 △6,729

  株主資本合計 205,840 202,223

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 7,032 5,783

  繰延ヘッジ損益 △198 35

  為替換算調整勘定 543 573

  退職給付に係る調整累計額 △96 △362

  その他の包括利益累計額合計 7,279 6,030

 新株予約権 106 63

 非支配株主持分 3,102 2,526

 純資産合計 216,329 210,843

負債純資産合計 279,725 265,324
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 122,849 124,363

売上原価 106,640 110,327

売上総利益 16,208 14,035

販売費及び一般管理費 11,274 11,249

営業利益 4,933 2,786

営業外収益   

 受取利息 407 289

 受取配当金 555 570

 為替差益 6 648

 その他 533 528

 営業外収益合計 1,503 2,037

営業外費用   

 支払利息 0 0

 持分法による投資損失 101 78

 デリバティブ評価損 － 28

 その他 214 32

 営業外費用合計 316 139

経常利益 6,121 4,684

特別利益   

 固定資産処分益 32 －

 投資有価証券売却益 9 170

 特別利益合計 42 170

特別損失   

 固定資産処分損 32 33

 投資有価証券売却損 － 88

 関係会社株式評価損 321 226

 特別損失合計 354 348

税金等調整前四半期純利益 5,809 4,505

法人税等 2,160 1,642

四半期純利益 3,648 2,863

非支配株主に帰属する四半期純利益 243 143

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,405 2,720
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益 3,648 2,863

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △628 △1,251

 為替換算調整勘定 57 225

 退職給付に係る調整額 △310 △265

 持分法適用会社に対する持分相当額 311 97

 その他の包括利益合計 △570 △1,194

四半期包括利益 3,078 1,668

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,821 1,470

 非支配株主に係る四半期包括利益 256 197
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首より適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用

することとしている。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はない。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

 
(追加情報)

（物品売却益に関する会計処理の変更）

　当社グループは、従来、工事施工の過程等で生じる金属くずなどの売却収入を営業外収益の物品売却益に計上し

ていたが、近年の原材料費の高騰により売上原価における当該金属くずなどの売却収入の重要性が増してきたこと

から、当社グループの業績をより適切に連結財務諸表に反映させるため、第１四半期連結会計期間の期首より売上

原価から控除する方法に変更している。当該会計処理の変更を遡及適用したことにより、前年同四半期及び前連結

会計年度については遡及適用後の四半期連結財務諸表となっている。

　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第３四半期連結累計期間の売上原価は４億４千７百万円減少し、営業

利益が同額増加しているが、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はない。また、前連結会計年度

の期首の純資産への累積的影響額はない。

 
（新型コロナウイルス感染拡大に伴う会計上の見積り）

　前連結会計年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症に関する影

響等について重要な変更はない。
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(四半期連結貸借対照表関係)

１　債務保証しているものは次のとおりである。

 
　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対する債務保証

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2022年12月31日）

Orchid Wind Power GmbH 5,468百万円 5,658百万円

C&Cインベストメント㈱ 2,828 2,876 
 

 
　連結会社以外の会社の補助金申請に伴う連帯保証

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2022年12月31日）

㈱中電工ワールドファーム 2百万円 2百万円
 

 
２ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
 

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 7百万円 7百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりで

ある。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

減価償却費 2,095百万円 2,190百万円

のれんの償却額 578  488  
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月24日
定時株主総会

普通株式 2,896 52 2021年３月31日 2021年６月25日 利益剰余金

2021年10月29日
取締役会

普通株式 2,867 52 2021年９月30日 2021年11月30日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

 該当事項なし

 
当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24日
定時株主総会

普通株式 2,867 52 2022年３月31日 2022年６月27日 利益剰余金

2022年10月28日
取締役会

普通株式 2,869 52 2022年９月30日 2022年11月30日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

 該当事項なし
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

　(単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額

(注)３設備工事業

売上高      

屋内電気工事 48,397 － 48,397 － 48,397

空調管工事 19,620 － 19,620 － 19,620

情報通信工事 7,851 － 7,851 － 7,851

配電線工事 21,409 － 21,409 － 21,409

送変電地中線工事 5,673 － 5,673 － 5,673

その他 5,357 14,527 19,885 － 19,885

顧客との契約から生じる収益 108,309 14,527 122,837 － 122,837

その他の収益 － 12 12 － 12

外部顧客への売上高 108,309 14,539 122,849 － 122,849

セグメント間の内部売上高
又は振替高

22 1,218 1,240 △1,240 －

計 108,331 15,758 124,090 △1,240 122,849

セグメント利益 4,520 336 4,856 77 4,933
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気機器・工事材料の販売、

工事材料の製造・販売及び保険代理・賃貸等を含んでいる。

２．セグメント利益の調整額77百万円は、セグメント間取引消去である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 
２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更した

ため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更している。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「設備工事業」の売上高は７千９百万円

減少、セグメント利益は１百万円減少している。
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当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日　 至 2022年12月31日)

 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

　(単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額

(注)３設備工事業

売上高      

屋内電気工事 48,934 － 48,934 － 48,934

空調管工事 22,616 － 22,616 － 22,616

情報通信工事 4,210 － 4,210 － 4,210

配電線工事 21,550 － 21,550 － 21,550

送変電地中線工事 4,546 － 4,546 － 4,546

その他 7,130 15,365 22,495 － 22,495

顧客との契約から生じる収益 108,988 15,365 124,353 － 124,353

その他の収益 － 9 9 － 9

外部顧客への売上高 108,988 15,374 124,363 － 124,363

セグメント間の内部売上高
又は振替高

22 1,223 1,245 △1,245 －

計 109,010 16,597 125,608 △1,245 124,363

セグメント利益 2,407 362 2,770 15 2,786
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気機器・工事材料の販売、

工事材料の製造・販売及び保険代理・賃貸等を含んでいる。

２．セグメント利益の調整額15百万円は、セグメント間取引消去である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 
２. 報告セグメントの変更等に関する事項

   第１四半期連結会計期間の期首から物品売却益に関する会計処理の変更をしており、前第３四半期連結累計期間

　　については遡及適用後のセグメント情報となっている。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載している。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下の

とおりである。

  
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
 至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
 至 2022年12月31日)

(1)１株当たり四半期純利益 (円) 61.58 49.36

(算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する四半期純利益 (百万円) 3,405 2,720

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益

(百万円) 3,405 2,720

普通株式の期中平均株式数 (千株) 55,293 55,116

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 (円) 61.52 49.33

(算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する
四半期純利益調整額

(百万円) － －

普通株式増加数 (千株) 58 36

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要  

－ －

 

 
(重要な後発事象)

　該当事項なし

 
２ 【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。

(1)決議年月日 2022年10月28日　　　　　　　　　　　　　　　　

(2)中間配当金総額 2,869百万円  

(3)１株当たりの額 52円  

(4)支払請求の効力発生日及び支払開始日 2022年11月30日  
 

(注)2022年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行って

いる。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年２月７日

株 式 会 社  中  電  工

 取 締 役 会   御 中

 

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ

　　　　　広　島　事　務　所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 家 元   清 文  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平 岡   康 治  

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社中電工

の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中電工及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

(注)１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

   ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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